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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の

内容に、重要な変更はありません。 

回次 
第70期 

第１四半期 
連結累計期間 

第71期 
第１四半期 
連結累計期間 

第70期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (千円) 4,725,495 5,512,022 19,188,876 

経常利益 (千円) 636,756 537,681 2,388,779 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(千円) 416,267 399,175 2,160,326 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 316,052 △860,544 1,491,055 

純資産額 (千円) 19,923,913 19,761,955 20,911,649 

総資産額 (千円) 29,712,782 28,167,732 29,237,973 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 16.78 16.09 87.07 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 64.7 67.9 69.1 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における日本経済は、急激な円高の進行や不安定な海外情勢などを背景に、企業収

益や個人消費に停滞感が強まり、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しました。世界経済につきまし

ては、米国経済は雇用情勢や個人消費が堅調に推移し回復基調が続きました。欧州経済は緩やかな回復が続いた

ものの政情不安等による先行き悪化が懸念されます。中国経済は景気の減速感が鮮明となり、新興国経済も一部

持ち直しの動きが見られるものの先行き不透明な状況が続きました。 

  工業用ミシンにつきましては、繊維産業の集積地であった中国からその他のアジアや消費地に近い国々へ縫製

拠点を移転させる動きが継続しており、特にアジア市場を中心に需要が堅調に推移いたしました。自動車部品を

中心とするダイカスト部品につきましては、一部にばらつきが見られるものの総じて需要が底堅く推移いたしま

した。 

このような環境のもとで、当第１四半期連結累計期間の売上高は55億12百万円（前年同四半期比16.6％増）と

なり、営業利益は９億35百万円（前年同四半期比77.4％増）、経常利益は円高により外貨建資産の評価替による

為替差損が発生したことなどから５億37百万円（前年同四半期比15.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利

益は３億99百万円（前年同四半期比4.1％減）となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（工業用ミシン） 

工業用ミシンにつきましては、縫製産地の流動化に応じた販売戦略の展開に努めたほか、高級機種需要など市

場のニーズに対応した生産体制の整備をした結果、売上高47億84百万円（前年同四半期比19.4％増）、営業利益

11億８百万円（前年同四半期比56.3％増）となりました。 

  

（ダイカスト部品） 

ダイカスト部品につきましては、販路の拡大に向けた販売活動を行い需要が底堅く推移した結果、売上高７億

27百万円（前年同四半期比1.4％増）、営業利益１億７百万円（前年同四半期比14.8％増）となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ10億70百万円減少し、281億67百万円となり

ました。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて５億87百万円減少し、210億６百万円となりました。これは、商品及び

製品が５億32百万円、その他流動資産が93百万円それぞれ減少し、原材料及び貯蔵品が１億３百万円増加したこ

となどによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて４億82百万円減少し、71億61百万円となりました。これは、有形固定

資産が４億37百万円減少したことなどによります。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて６億73百万円増加し、62億34百万円となりました。これは、支払手形

及び買掛金が１億89百万円、その他流動負債が５億円それぞれ増加したことなどによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ５億93百万円減少し、21億71百万円となりました。これは、長期借入金

が５億９百万円減少したことなどによります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて11億49百万円減少し、197億61百万円となりました。これは、為替換

算調整勘定が12億１百万円減少し、利益剰余金が１億51百万円増加したことなどによります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間においては、当社企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における当社企業グループ全体の研究開発活動の金額は、95百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 76,928,000 

計 76,928,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 24,828,600 24,828,600 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株であります。

計 24,828,600 24,828,600 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年６月30日 ― 24,828,600 ― 2,255,553 ― 2,158,010 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日である平成28年３月31日に基づく株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成28年３月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成28年３月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 17,900

 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,808,300
 

248,083 ― 

単元未満株式 普通株式 2,400
 

― ― 

発行済株式総数 24,828,600 ― ― 

総株主の議決権 ― 248,083 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

（自己保有株式） 
ペガサスミシン製造 
株式会社 

大阪市福島区鷺洲 
五丁目７－２ 

17,900 ― 17,900 0.07 

計 ― 17,900 ― 17,900 0.07 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 7,237,901 7,249,851 

    受取手形及び売掛金 4,969,171 4,903,481 

    有価証券 91,440 85,040 

    商品及び製品 4,145,450 3,613,369 

    仕掛品 820,721 804,392 

    原材料及び貯蔵品 3,538,407 3,641,764 

    その他 934,800 841,516 

    貸倒引当金 △144,230 △133,278 

    流動資産合計 21,593,662 21,006,138 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 3,430,286 3,165,863 

      その他（純額） 2,955,629 2,782,212 

      有形固定資産合計 6,385,916 5,948,075 

    無形固定資産 704,540 646,742 

    投資その他の資産 553,853 566,777 

    固定資産合計 7,644,310 7,161,594 

  資産合計 29,237,973 28,167,732 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 1,937,489 2,126,722 

    短期借入金 1,192,901 1,260,308 

    未払法人税等 640,255 604,208 

    賞与引当金 165,229 117,279 

    その他 1,624,919 2,125,533 

    流動負債合計 5,560,795 6,234,051 

  固定負債     

    社債 865,100 816,800 

    長期借入金 936,855 427,680 

    退職給付に係る負債 677,913 675,388 

    その他 285,659 251,858 

    固定負債合計 2,765,527 2,171,726 

  負債合計 8,326,323 8,405,777 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,255,553 2,255,553 

    資本剰余金 2,983,084 2,983,084 

    利益剰余金 12,131,010 12,282,079 

    自己株式 △5,350 △5,350 

    株主資本合計 17,364,297 17,515,366 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 33,087 6,022 

    為替換算調整勘定 2,983,737 1,781,825 

    退職給付に係る調整累計額 △176,002 △167,274 

    その他の包括利益累計額合計 2,840,822 1,620,573 

  非支配株主持分 706,529 626,015 

  純資産合計 20,911,649 19,761,955 

負債純資産合計 29,237,973 28,167,732 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 4,725,495 5,512,022 

売上原価 3,087,719 3,333,339 

売上総利益 1,637,775 2,178,682 

販売費及び一般管理費 1,110,334 1,243,008 

営業利益 527,440 935,673 

営業外収益     

  受取利息 24,171 21,245 

  受取配当金 3,824 3,837 

  為替差益 61,614 ― 

  不動産賃貸料 2,809 2,506 

  デリバティブ評価益 44,284 ― 

  その他 4,589 5,130 

  営業外収益合計 141,293 32,719 

営業外費用     

  支払利息 20,985 16,293 

  為替差損 ― 412,474 

  不動産賃貸費用 1,865 1,706 

  その他 9,126 238 

  営業外費用合計 31,977 430,712 

経常利益 636,756 537,681 

特別利益     

  固定資産売却益 518 ― 

  特別利益合計 518 ― 

税金等調整前四半期純利益 637,275 537,681 

法人税、住民税及び事業税 188,058 180,552 

法人税等調整額 24,739 △63,513 

法人税等合計 212,798 117,039 

四半期純利益 424,476 420,642 

非支配株主に帰属する四半期純利益 8,209 21,467 

親会社株主に帰属する四半期純利益 416,267 399,175 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 424,476 420,642 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 20,979 △27,065 

  為替換算調整勘定 △135,657 △1,262,848 

  退職給付に係る調整額 6,253 8,727 

  その他の包括利益合計 △108,424 △1,281,186 

四半期包括利益 316,052 △860,544 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 309,296 △821,074 

  非支配株主に係る四半期包括利益 6,755 △39,470 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

  

(追加情報) 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

１．配当金支払額 

 （注）１株当たり配当額には、創業100周年記念配当２円を含んでおります。 

  
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

１．配当金支払額 

 （注）１株当たり配当額には、上場10周年記念配当３円を含んでおります。 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日  至 平成28年６月30日) 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物
附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 
 なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表への影響額はありません。 
  

 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１
四半期連結会計期間から適用しております。 

 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

減価償却費 152,425千円 164,934千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月23日
定時株主総会 

普通株式 198,485 8.00 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月21日
定時株主総会 

普通株式 248,106 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ セグメント利益の調整額は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。 

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ セグメント利益の調整額は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。 

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

        （単位：千円）

  報告セグメント 
  

調整額 
四半期連結損益 

計算書計上額 

(注)２   工業用ミシン ダイカスト部品 計 
(注)１ 

  

売上高           

  外部顧客への売上高 4,007,829 717,665 4,725,495 ― 4,725,495 

  セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 4,007,829 717,665 4,725,495 ― 4,725,495 

セグメント利益 709,469 93,995 803,465 △276,025 527,440 
 

        （単位：千円）

  報告セグメント 
  

調整額 
四半期連結損益 

計算書計上額 

(注)２   工業用ミシン ダイカスト部品 計 
(注)１ 

  

売上高           

  外部顧客への売上高 4,784,055 727,966 5,512,022 ― 5,512,022 

  セグメント間の内部売上高 

   又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 4,784,055 727,966 5,512,022 ― 5,512,022 

セグメント利益 1,108,736 107,934 1,216,671 △280,997 935,673 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  
２ 【その他】 

該当事項はありません。 

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 16円78銭 16円09銭 

 (算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 416,267 399,175 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(千円) 

416,267 399,175 

普通株式の期中平均株式数(株) 24,810,656 24,810,656 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

  

平成28年８月３日

ペガサスミシン製造株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているペガサスミシン

製造株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１

日から平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ペガサスミシン製造株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  石  井  尚  志  印 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  岡  田  明  広  印 

 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成28年８月５日 

【会社名】 ペガサスミシン製造株式会社 

【英訳名】 PEGASUS SEWING MACHINE MFG. CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員  美 馬 成 望 

【最高財務責任者の役職氏名】                ― 

【本店の所在の場所】 大阪市福島区鷺洲五丁目７－２ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長執行役員 美馬成望は、当社の第71期第１四半期（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30

日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


